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I. 業 績 の 概 況 
 
 

(1) 市場環境および事業基盤の変化 

新興国の景気減速などを背景に世界経済の先行きには不透明感があるものの、多くの企

業は、新市場への参入や新たな成長分野への投資を行うなど、競争力の更なる強化に向け

た積極的な経営を進めています。ICT 市場においては、あらゆるレイヤーにおける

Software-Defined 化・仮想化・自動化の進展のほか、M2M/IoT などによる企業のビジネス

や業務プロセスの抜本的な改革、IT 部門だけではない事業部門による ITサービスの積極

導入などの変化が起きています。市場構造は目まぐるしく変わり、多様かつ熾烈な競争が

グローバルレベルで激化している状況にあります。 

 

(2) 経営概況 

NTT コミュニケーションズは、クラウド、コロケーション、ネットワーク、アプリケー

ション、セキュリティ、マネージド ICT などのグローバルシームレスサービスを中心とし

たソリューションの提供を続けています。2015 年度は、より多くのお客さまの事業拡大や

経営改革を本ソリューションによって支えてきました。また、グローバル全域で市場シェ

ア拡大を進める年と位置づけ、サービスの機能拡充とエリアの拡大を行ってきました。ま

た更なる競争力強化に向け、サービスに加え、セールス、オペレーション、マネジメント

の４つの面においてグローバルシームレス化をさらに進展させました。 

 

当事業年度も、クラウド関連を始めとした新規事業などが成長を続け、NTT コミュニケ

ーションズグループの収益は拡大しました。またこれらの営みの結果として、アナリスト

の比較レポートによる評価では、グローバルネットワーク事業者としてのトップカテゴリ

ーである「リーダー」のポジションを 3年連続で獲得しました。加えて、アジア/パシフィ

ック地域におけるクラウド事業者評価で初めて「リーダー」のポジションを獲得しました。 

各事業分野別の主な取り組みは以下の通りです。 

 

＜各事業分野別の取り組み＞ 

○クラウド基盤： 

世界 11 カ国 14拠点に基盤を展開する企業向けクラウドサービス「Enterprise Cloud」

においては、2015 年 4月に日本のクラウド事業者として初めて、共用型クラウド基盤上に

おける「Oracle Database Enterprise Edition RAC(Real Application Clusters)」の提供

を開始しました。また、2016 年 3 月に大幅な機能強化を行い、(1)専有型 Hosted Private 

Cloud、(2)エンタープライズ向け共有型 Cloud、(3)シームレスなハイブリッドクラウド環

境、(4)クラウド拠点間の無料接続、(5)効率的な運用管理とガバナンスを実現するクラウ

ドマネジメントプラットフォームの一括提供を実現しました(日本および英国から提供開

始)。これによって、ベアメタルを含むハイブリッドクラウドの提供や、他事業者のクラウ

ドサービスも含めた一元的な管理が可能となり、お客さまのシステムの更なるクラウド化

とクラウドネイティブ化を促進し、オペレーションの効率化やコスト削減、「デジタルトラ

ンスフォーメーション」によるビジネスイノベーションへの貢献を可能としました。 

データセンターサービス「Nexcenter」では、2015 年 4月に「カリフォルニア サクラメ

ント 3 (CA3) データセンター」、2015 年 10 月に「インド ムンバイ 5 データセンター」、

2015 年 12 月に「タイ バンコク 2 データセンター」、「香港 ファイナンシャル データセ

ンター2期棟(FDC2)」、2016 年 1 月に「大阪第 5データセンター」の提供を開始しました。

また 2015 年 9月に「テキサス ダラス 1 (TX1) データセンター」の建設を開始しました。

加えて、2015 年 6月にドイツのデータセンター事業者である Lux e-shelter 1 S.a.r.l.、

2015 年 10 月にインドネシアのジャカルタ最大のデータセンター事業者である PT.Cyber 

CSF の株式取得を行うなど、データセンター拠点を大幅に拡充しました。 
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○データネットワーク： 

2015 年 8月から、「Microsoft Azure」や「アマゾン ウェブ サービス」などのクラウド

サービスを企業向け VPN「Arcstar Universal One」上でセキュアに利用することができる

「Multi-Cloud Connect」の提供を開始しました。2016 年 2 月には「Microsoft Office 365」

の利用にも対応し、順次対応する接続サービスや提供エリアの拡大を図っています。 

2015 年 9月には、完全帯域保証型のイーサネット専用線サービス「Arcstar Universal One 

イーサネット専用線」において、お客さま自身で手軽かつ迅速な帯域や経路の変更を可能

なサービス「Arcstar Universal One イーサネット専用線 フレキシブルイーサ」の提供を

開始しました。SDN 技術を活用した柔軟なネットワークサービスを開発することで、お客

さまのスピーディーなビジネス展開に貢献できるようになりました。 

また、企業のセキュリティ対策強化へのニーズを踏まえ、2015 年 10 月に「OCN DDoS 対

策サービス」の機能を大幅に拡充しました。金融庁が定めるガイドラインに対応したこと

で、金融機関や EC事業者等より多くの企業にインターネットを安全にご利用いただけるよ

うになりました。 

個人のお客さま向けサービスにおいては、LTE 対応モバイルデータ通信サービス「OCN モ

バイル ONE」の利便性向上を図ったサービス強化などを行いました。2015 年 5 月から「音

声対応 SIM カード」の即日受渡カウンターを全国展開しているほか、2015 年 7 月からは、

当社が提供する「050plus」、「マイポケット」などのアプリケーション利用で発生するデー

タ通信パケットを通信容量としてカウントしない「カウントフリー機能」を開始しました。 

またインターネット接続プロバイダー「OCN」をご利用のお客さま向けには、2016 年 2

月より、マルウェアによる情報漏えいから利用者を守る「マルウェア不正通信ブロックサ

ービス」を無償で提供しています。 

 

○ボイスコミュニケーション： 

ユニファイドコミュニケーションサービス「Arcstar UCaaS」について、従来から提供し

ている「Arcstar UCaaS Cisco タイプ」に加え 「Arcstar UCaaS Microsoft タイプ」を 2015

年 4 月に提供開始しました。ラインナップを拡充することで、「Office 365」などのアプリ

ケーションとの連携よる利便性向上などのお客さまの広範なニーズに対応しました。 

会議系サービス「Arcstar Conferencing」については、2016 年 1月より、専用端末を用

いるテレビ会議サービスにおけるインターネット回線の利用と、ビデオ会議におけるセキ

ュアな VPN の利用が可能となるよう機能の拡充を行いました。 

IP 電話サービスにおいては、2015 年 8月に、「格安スマホ」を提供する MVNO やケーブル

テレビ事業者が安価な IP電話サービスを自社サービスの利用者に提供できるよう、当社の

IP 電話基盤を利用した「050IP 電話アプリ」の卸提供を開始しました。 

ボイスアプリケーションサービスとしては、WebRTC 技術を簡単に実装できる NTT Com の

プラットフォーム「SkyWay」を活用し、様々なグループ活動をスマートに楽しむための新

しいグループコミュニケーションアプリ「BestieBox」を、2015 年 7月から提供開始して

います。 

 

○アプリケーション＆コンテンツ： 

2015 年 4月より、企業向けシングルサインオンサービス「ID Federation」の本格提供

を開始し、Microsoft Office365、Salesforce、Box、GoogleApps など 1,600 を超える業務

アプリケーションに対応しました。さらに、2015 年 10 月よりシンガポール、タイにおけ

る販売を開始しており、今後も順次販売エリアの拡大を予定しています。 

企業向けクラウドメールサービス「Enterprise Mail」においても提供エリアを拡大し、

これまでの展開国であるシンガポール、マレーシア、ベトナムに加え、2015 年 6月よりタ

イ、インドネシアでの販売を開始。 

企業向けストレージサービスにおいては、コンテンツ・プラットフォーム「Box」を当社
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の企業向け VPN 上で利用できるサービス「Box over VPN」を Box Inc.と共同で開発し、2016

年 3 月より提供を開始しました。 

 

○ソリューション： 

マネージドICTサービス「Global Management One」においては、「Enterprise Cloud」

と連携し、Oracle Databaseの設計・監視からバックアップまでをサポートする「Managed 

Oracle」をオプションメニューとして2015年10月より提供開始するなど、日系企業をはじ

めとしたグローバルユーザーのご要望に応じた最適なマネージドサービスを拡充しました。

また、アプリケーション領域への拡大やグローバル展開の加速に向け、欧州を中心に各種

アプリケーションやクラウドのマネージド(運用・管理)サービスを提供してきたAtlas 

Information Technology, S.A.を直接子会社化することで、「Global Management One」を

高付加価値化し、北米やアジアへも積極的に展開していくことを2016年2月に発表しました。 

セキュリティサービス「WideAngle」においては、日米の大手セキュリティ企業と連携す

ることによって、標的型攻撃に対する通信遮断機能を強化すると共に、お客さま企業のプ

ライベートクラウド基盤やクラウド事業者のサービス基盤などに実装できるソフトウェア

型セキュリティアプライアンスにおいて、Webアプリケーション向けファイアウォール機能

を拡充しました。さらに、人工知能(機械学習)を活用して企業ICT環境へのサイバー攻撃に

対する検知・分析力を強化しました。 

また、サイバー空間において日々進化を続ける脅威とそれに対応する高度なセキュリテ

ィサービスへのニーズが高まる中、NTTグループとしてセキュリティに関する専門技術を集

約し、効率的・効果的に投資できる体制を強化するため、2015年11月にNTT Com Security AG

の帰属先を日本電信電話株式会社へ変更しました。 

 

○その他（新しいサービス領域など）： 

・「NTT コミュニケーションズ ビジネスポータル」は、対象サービスや制御機能の拡大、

提供情報の拡充を継続的に行い、約 13,000 社のお客さまにご利用いただきました。 

・「NTT コミュニケーションズ API ゲートウェイ」は、当社が提供する各 API の仕様や稼働

状況、サンプルコードなどをまとめて参照できる「NTT コミュニケーションズ デベロッ

パーポータル」を、2015 年 4 月より提供開始しました。 

・グローバルに展開するネットワーク・クラウド・データセンターなどを活用したセキュ

アな IoT ソリューションを提供し、企業のお客さまの効果的な IoT 活用を通して生産性向

上や新たなビジネス展開に貢献するため、2015 年 8 月に「IoT 推進室」を新設しました。

本推進室では、IoT ソリューションに向けたサービスの開発と共に、アプリケーションプ

ラットフォーム事業者やデバイス事業者などのパートナー企業との連携も進めました。 

 

＜その他の取り組み＞ 

セールスにおいては、アカウントマネージャー/営業担当が、CXO などのお客さまキーマ

ンと直接面会してお客さまの経営革新に貢献する、提案型営業を強化しました。また、営

業機能最大化に向けたプロセスの変革と、それに伴う体制の見直しを実施することにより、 

アカウントマネージャー/営業担当がデリバリやトラブル対応といった活動に稼働を割か

ざるを得なかった課題を解決し、エンゲージメント活動に集中できる環境を整備しました。 

オペレーションにおいては、営業機能最大化に向けた変革の取り組みにより、構築・デ

リバリや保守・運用業務の標準化を進めました。加えて、構築・デリバリ業務や保守・運

用業務、トラブル対応業務を行うメンバーが、お客さま満足度の向上に集中できる環境を

整備しました。また、信頼性ガイドライン、情報発信ルールに基づく運用と総点検を実施

し、サービスの安定提供に向けた活動を強化しました。 

また、グローバルシームレスなマネジメントを推進するため、IT システムでは、NTT コ

ミュニケーションズグループ各社へのグローバル共通の ERP システムの導入を継続して実



 

  

-4- 

施しました。さらに、調達においては、海外ではグローバル調達統一ガイドラインの浸透

等により、国内では主要グループ会社の物品調達の集約推進等により、NTT コミュニケー

ションズグループの調達力強化を図りました。 

 

CSR 活動については、環境負荷低減を目指し、データセンターや通信ビルにおいては、

空調設備の効率化、自動空調制御システム（SmartDASH）導入を更に拡大するなど継続的に

電力削減に取り組みました。 

 

セキュリティにおいては、情報セキュリティ管理の更なる強化の観点から、

CSIRT(Computer Security Incident Response Team)機能を含むトータルな情報セキュリテ

ィ/サイバーセキュリティ対応をミッションとした新組織「情報セキュリティ部」を、2015

年 10 月より設置しました。 

 

ダイバーシティの観点から、性別・年齢・出身地・国籍・宗教・障がいの有無等を問わ

ず多様な人材が、仕事と生活の調和を図りながら、柔軟で効率的な働き方の実現により活

躍できるよう、ICT を活用した生産性の高いワークスタイル改革と、いきいき働くための

企業風土づくりを推進しました。また NTT グループにおける「女性管理者倍増計画」宣言

に合わせた、女性管理者比率目標値（2020 年度 8.9％）に向け、女性のマネジメント層創

出につながるキャリア形成を継続して支援するとともに、女性社員の採用にも積極的に取

り組みました。これらの取り組みや前述のグローバル人材育成の取組みが評価され、経済

産業省が実施する 2015 年度「新ダイバーシティ経営企業 100 選」を受賞しました。 

 

（3）経営成績 

NTT コミュニケーションズグループ全体では、営業収益については、海外子会社の好調

などにより、対前年比 558 億円増(+4.4%)の 13,191 億円と、3期連続で増収となりました。

また営業利益は対前年比 16 億円減 (▲1.4%)の 1,182 億円となりました。 

 

NTT コミュニケーションズ株式会社単体の営業収益について事業分野別にみると、クラ

ウド基盤収入が対前年比 50 億円増(+7.8%)の 700 億円、アプリケーション＆コンテンツ収

入が対前年比 2億円増(+0.7%)の 387 億円、ソリューション収入は対前年比 125 億円増

(+8.4%)の 1,623 億円と 3つの分野で増収となりました。データネットワーク収入は対前年

比 9億円減(▲0.3%)の 3,698 億円とほぼ横ばいとなり、ボイスコミュニケーション収入は

対前年比 95 億円減(▲3.6%)の 2,603 億円、となりました。以上の結果、営業収益全体とし

ては 8期ぶりの増収に転じ、対前年比 83 億円増(+0.9%)の 9,183 億円となりました。 

営業費用については、光コラボのサービス提供開始に伴って通信設備使用料が対前年比

で増加したこともあり、対前年比 103 億円増(+1.3%)の 8,271 億円となりました。 

これにより、営業利益は対前年比 19 億円減(▲2.1%)の 911 億円に、当期純利益は対前年比

49 億円減(▲6.5％)の 723 億円となりました。 

 



Ⅱ．NTTコミュニケーションズグループ決算概況

（単位　百万円）

第 16 期 第 17 期

科　　　目 2014年４月１日から 2015年４月１日から

2015年３月31日まで 2016年３月31日まで

営業収益 1,263,357 1,319,113 55,756 4.4

営業費用 1,143,538 1,200,915 57,377 5.0

営業利益 119,819 118,198 △ 1,621 △ 1.4

増 減 額
（△）

増 減 率
（％）
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(単位　百万円)

資産の部

　固定資産

　　電気通信事業固定資産

　　　有形固定資産

　　　　機械設備 １３９，８１４ １３４，３１５ △ ５，４９８

　　　　空中線設備 １，５６５ １，７０７ １４２

　　　　端末設備 ８９２ １，３９７ ５０５

　　　　市内線路設備 ７３０ ７３０ ０

　　　　市外線路設備 ６，０８９ ５，７５９ △ ３３０

　　　　土木設備 ５２，００８ ５１，７８９ △ ２１８

　　　　海底線設備 １３，３５４ １３，４０８ ５３

　　　　建物 １８１，１１７ １９９，１７８ １８，０６１

　　　　構築物 ３，２１６ ３，０３０ △ １８６

　　　　機械及び装置 １２０ １１２ △ ７

　　　　車両及び船舶 ８３ ８２ △ １

　　　　工具、器具及び備品 ３５，４６０ ３７，８０５ ２，３４５

　　　　土地 ４５，２３１ ４５，２４１ １０

　　　　リース資産 ８，１０２ ５，０６０ △ ３，０４２

　　　　建設仮勘定 ２９，４１５ ２８，０８５ △ １，３３０

　　　　有形固定資産合計 ５１７，２０３ ５２７，７０６ １０，５０２

　　　無形固定資産 ９２，１３０ １０１，７６６ ９，６３５

　　　電気通信事業固定資産合計 ６０９，３３３ ６２９，４７２ ２０，１３８

　　投資その他の資産

　　　投資有価証券 １９１，５６９ １３５，２９１ △ ５６，２７８

　　　関係会社株式 ２９０，１３９ ３８１，９４９ ９１，８０９

　　　その他の関係会社投資 １，０９２ １，５００ ４０８

　　　出資金 １５０ ３５９ ２０９

　　　関係会社出資金 ２，２２６ ２，０４９ △ １７７

　　　関係会社長期貸付金 １，７２５ １，７２５ －

　　　長期前払費用 ３，０３０ ３，４８３ ４５３

　　　前払年金費用 ６，０２９ ６，２３５ ２０５

　　　繰延税金資産 － ６，２１７ ６，２１７

　　　海底線使用権 １４，２３３ １７，０８８ ２，８５４

　　　その他の投資及びその他の資産 １５，３８９ １４，６２４ △ ７６４

　　　貸倒引当金 △ １９０ △ ２０７ △ １７

　　　投資その他の資産合計 ５２５，３９５ ５７０，３１６ ４４，９２１

　　固定資産合計 １，１３４，７２９ １，１９９，７８９ ６５，０５９

　流動資産

　　現金及び預金 ８，２４４ １２，６０７ ４，３６３

　　受取手形 ２２ － △ ２２

　　売掛金 １７４，３４１ １７９，８３９ ５，４９７

　　未収入金 ４９，６８６ ４７，６２４ △ ２，０６１

　　リース投資資産 １４７ １１７ △ ３０

　　貯蔵品 ９，１８５ ９，８０６ ６２０

　　前渡金 １，５８７ ３，７００ ２，１１３

　　前払費用 ５，６３９ ６，４６９ ８２９

　　繰延税金資産 ３，４２３ ３，６９４ ２７０

　　関係会社預け金 １，５０６ ４，０５４ ２，５４７

　　その他の流動資産 ４１，６０３ ２９，２１４ △ １２，３８８

　　貸倒引当金 △ １，１５１ △ １，０１７ １３４

　　流動資産合計 ２９４，２３４ ２９６，１１０ １，８７６

　資産合計 １，４２８，９６３ １，４９５，８９９ ６６，９３５

（2015年３月31日） （2016年３月31日）

 Ⅲ．比較貸借対照表（単体）

科 目
第 16 期 第 17 期

増 減 ( △ )
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(単位　百万円)

負債の部

　固定負債

　　関係会社長期借入金 ９３，３６０ １９９，５０４ １０６，１４４

　　リース債務 ５，７５１ ５，１８３ △ ５６７

　　繰延税金負債 １０，００１ － △ １０，００１

　　退職給付引当金 ８５，５８１ ８６，７２２ １，１４０

　　ポイントサービス引当金 ８５７ ５４７ △ ３０９

　　未使用テレホンカード引当金 ４，０５３ ３，６２８ △ ４２４

　　資産除去債務 １，５５５ ３，２９６ １，７４１

　　その他の固定負債 ５，９９８ ５，１７０ △ ８２８

　　固定負債合計 ２０７，１５９ ３０４，０５３ ９６，８９３

　流動負債

　　１年以内に期限到来の関係会社長期借入金 ５３，３６０ ４３，３６０ △ １０，０００

　　買掛金 ２９，０８５ ３１，８９４ ２，８０９

　　短期借入金 １１，２５４ ７，７６６ △ ３，４８８

　　リース債務 ７，２４９ ３，２２２ △ ４，０２７

　　未払金 １４９，５４２ １５１，６２３ ２，０８０

　　未払費用 ４，７９２ ５，００２ ２１０

　　未払法人税等 ３，３５８ ６，９６８ ３，６０９

　　前受金 ３，８１７ ３，７９０ △ ２７

　　預り金 ２７，７５４ １４，１５０ △ １３，６０３

　　前受収益 １６０ １５０ △ １０

　　工事損失引当金 ７７０ １３ △ ７５６

　　資産除去債務 ４５ － △ ４５

　　その他の流動負債 ７２８ １，３６３ ６３５

　　流動負債合計 ２９１，９２０ ２６９，３０７ △ ２２，６１２

　負債合計 ４９９，０７９ ５７３，３６０ ７４，２８１

純資産の部

　株主資本

　　資本金 ２１１，７６３ ２１１，７６３ －

　　資本剰余金

　　　資本準備金 １３１，６１５ １３１，６１５ －

　　　資本剰余金合計 １３１，６１５ １３１，６１５ －

　　利益剰余金

　　　その他利益剰余金

　　　　圧縮積立金 ６，５１７ ７，２２８ ７１０

　　　　繰越利益剰余金 ４８１，６７２ ５１０，２０７ ２８，５３４

　　　利益剰余金合計 ４８８，１９０ ５１７，４３６ ２９，２４５

　　株主資本合計 ８３１，５６９ ８６０，８１５ ２９，２４５

　評価・換算差額等

　　その他有価証券評価差額金 ９８，３１４ ６１，７２３ △ ３６，５９０

　　評価・換算差額等合計 ９８，３１４ ６１，７２３ △ ３６，５９０

　純資産合計 ９２９，８８４ ９２２，５３８ △ ７，３４５

負債・純資産合計 １，４２８，９６３ １，４９５，８９９ ６６，９３５

科 目
（2015年３月31日） （2016年３月31日）

第 16 期 第 17 期
増 減 ( △ )
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(単位　百万円)

科 目

電気通信事業営業損益

　営業収益 ６９９，１５８ ６９１，２９０ △ ７，８６８

　営業費用

　　営業費 １６７，７３７ １５６，４２９ △ １１，３０８

　　施設保全費 ７８，３５２ ７４，１９７ △ ４，１５５

　　共通費 １１，５４９ １１，３７３ △ １７５

　　管理費 ６９，１１１ ６６，３８０ △ ２，７３１

　　試験研究費 １２，４９０ １１，６６５ △ ８２５

　　減価償却費 ８９，１９０ ８９，５４５ ３５５

　　固定資産除却費 ４，２３２ ５，１９５ ９６２

　　通信設備使用料 １７４，０９２ １８７，１５２ １３，０６０

　　租税公課 １０，４３７ １１，１５３ ７１６

　　営業費用合計 ６１７，１９４ ６１３，０９３ △ ４，１００

　電気通信事業営業利益 ８１，９６４ ７８，１９６ △ ３，７６７

附帯事業営業損益

　営業収益 ２１０，８０７ ２２７，０１８ １６，２１１

　営業費用 １９９，６３６ ２１４，０７２ １４，４３５

　附帯事業営業利益 １１，１７０ １２，９４６ １，７７５

営業利益 ９３，１３５ ９１，１４３ △ １，９９２

営業外収益

　受取利息 ２２１ ２７２ ５０

　有価証券利息 ０ ０ △ ０

　受取配当金 １６，９７２ １２，４８６ △ ４，４８５

　物件貸付料 １１，９８９ １１，５８１ △ ４０７

　雑収入 ９９４ ２，８２２ １，８２８

　営業外収益合計 ３０，１７８ ２７，１６３ △ ３，０１４

営業外費用

　支払利息 １，５９１ １，５１４ △ ７６

　物件貸付費用 ５，９３３ ５，５５１ △ ３８２

　雑支出 ８９５ １，０３４ １３９

　営業外費用合計 ８，４２０ ８，１００ △ ３１９

経常利益 １１４，８９３ １１０，２０６ △ ４，６８７

特別損失

　関係会社株式評価損 ７，８５３ ５，８４７ △ ２，００６

　特別損失合計 ７，８５３ ５，８４７ △ ２，００６

税引前当期純利益 １０７，０４０ １０４，３５９ △ ２，６８１

法人税、住民税及び事業税 ２７，６８７ ２９，００３ １，３１６

法人税等調整額 ２，０５４ ３，０４２ ９８８

当期純利益 ７７，２９９ ７２，３１２ △ ４，９８６

2014年４月１日から

 Ⅳ．比較損益計算書（単体）

第 16 期

2015年３月31日まで
2015年４月１日から

第 17 期

増 減 （ △ ）
2016年３月31日まで
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第16期  （自 2014年４月１日 至 2015年３月31日） （単位　百万円）

当期首残高 211,763 131,615 131,615 4,102 434,116 446,563 789,942 74,404 74,404 864,347

会計方針の変更による
累積的影響額

1,828 1,828 1,828 1,828

211,763 131,615 131,615 4,102 435,944 448,391 791,771 74,404 74,404 866,175

当期変動額           

剰余金の配当     △ 37,500 △ 37,500 △ 37,500   △ 37,500

当期純利益     77,299 77,299 77,299   77,299

買換資産特別勘定積立金の取崩     8,344 － －   －

圧縮積立金の積立    2,433 △ 2,433 － －   －

圧縮積立金の取崩    △ 19 19 － －   －

株主資本以外の項目の
当期変動額（純額）

       23,909 23,909 23,909

当期変動額合計 － － － 2,414 45,727 39,798 39,798 23,909 23,909 63,708

当期末残高 211,763 131,615 131,615 6,517 481,672 488,190 831,569 98,314 98,314 929,884

第17期  （自 2015年４月１日 至 2016年３月31日） （単位　百万円）

当期首残高 211,763 131,615 131,615 6,517 481,672 488,190 831,569 98,314 98,314 929,884

当期変動額           

剰余金の配当     △ 43,067 △ 43,067 △ 43,067   △ 43,067

当期純利益     72,312 72,312 72,312   72,312

圧縮積立金の積立    727 △ 727 － －   －

圧縮積立金の取崩 △ 17 17 － － －

株主資本以外の項目の
当期変動額（純額）

       △ 36,590 △ 36,590 △ 36,590

当期変動額合計 － － － 710 28,534 29,245 29,245 △ 36,590 △ 36,590 △ 7,345

当期末残高 211,763 131,615 131,615 7,228 510,207 517,436 860,815 61,723 61,723 922,538

Ⅴ．株主資本等変動計算書（単体）

資本
準備金

資本
剰余金
合計

その他利益剰余金

利益
剰余金
合計

会計方針の変更を反映した
当期首残高

株主資本 評価・換算差額等

資本金

資本剰余金

圧縮積立金
繰越利益
剰余金

利益剰余金

株主資本
合計

その他
有価証券
評価
差額金

評価・換算
差額等
合計

純資産
合計

株主資本 評価・換算差額等

純資産
合計

資本
準備金

圧縮積立金
繰越利益
剰余金

利益剰余金

株主資本
合計

その他
有価証券
評価
差額金

その他利益剰余金

利益
剰余金
合計

評価・換算
差額等
合計

資本金

資本剰余金

資本
剰余金
合計
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(単位　百万円)

クラウド基盤 ６４，９８６ ７０，０２９ ５，０４３ ７．８

データネットワーク ３７０，８３１ ３６９，８７１ △ ９５９ △ ０．３

ボイスコミュニケーション ２６９，９１６ ２６０，３２９ △ ９，５８７ △ ３．６

アプリケーション＆コンテンツ ３８，４７６ ３８，７２９ ２５２ ０．７

ソリューション １４９，８３２ １６２，３５２ １２，５２０ ８．４

その他 １５，９２２ １６，９９７ １，０７４ ６．７

営業収益合計 ９０９，９６６ ９１８，３０９ ８，３４２ ０．９

2014年４月１日から 2015年４月１日から
2015年３月31日まで 2016年３月31日まで

Ⅵ．営業収益内訳（単体）

事 業 分 野

第 16 期 第 17 期
増　減　額
（△）

増　減　率
（％）
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(単位　百万円)

営業活動によるキャッシュ・フロー

　税引前当期純利益 １０７，０４０ １０４，３５９ △ ２，６８１

　減価償却費 １０４，４８８ １０６，８３７ ２，３４９

　固定資産除却損 ２，７７０ ４，０７５ １，３０５

　固定資産売却益 △ ４８ △ ３ ４４

　貸倒引当金の増加又は減少（△）額 △ ４５８ △ １１７ ３４０

　退職給付引当金の増加又は減少（△）額 △ １，２５１ １，１４０ ２，３９１

　関係会社株式評価損 ７，８５３ ５，８４７ △ ２，００６

　売上債権の増加（△）又は減少額 △ １０，７７０ △ ３，４１３ ７，３５６

　たな卸資産の増加（△）又は減少額 △ １，２６０ △ ３，０１５ △ １，７５４

　仕入債務の増加又は減少（△）額 ２，６１６ ４３２ △ ２，１８３

　未払消費税等の増加又は減少（△）額 ４，０１４ △ ４，８５０ △ ８，８６５

　その他 △ １４，３０９ △ ２３，１８３ △ ８，８７３

　小計 ２００，６８５ １８８，１０８ △ １２，５７７

　利息及び配当金の受取額 １７，１９５ １２，７５２ △ ４，４４２

　利息の支払額 △ １，５９２ △ １，４１８ １７３

　法人税等の受取又は支払（△）額 △ ４６，０９６ △ ２２，４３６ ２３，６５９

　営業活動によるキャッシュ・フロー １７０，１９１ １７７，００４ ６，８１３

投資活動によるキャッシュ・フロー

　固定資産の取得による支出 △ １１９，６５２ △ １２４，４５３ △ ４，８００

　固定資産の売却による収入 １１８ １８ △ １００

　投資有価証券等の取得による支出 △ ２２，６６８ △ １０５，７９２ △ ８３，１２３

　投資有価証券等の売却による収入 ５３２ １５２ △ ３７９

　長期貸付による支出 － △ ５，８５２ △ ５，８５２

　その他 △ ２６ △ １，７２０ △ １，６９３

　投資活動によるキャッシュ・フロー △ １４１，６９７ △ ２３７，６４８ △ ９５，９５０

財務活動によるキャッシュ・フロー

　長期借入による収入 － １４９，８５７ １４９，８５７

　長期借入金の返済による支出 △ ３，３６０ △ ５３，３６０ △ ５０，０００

　短期借入による増減（△）額 ２，５１８ △ ２，６４７ △ ５，１６５

　リース債務の返済による支出 △ ４，０７０ △ ７，４７０ △ ３，４００

　配当金の支払額 △ ３７，５００ △ ３６，００１ １，４９９

　財務活動によるキャッシュ・フロー △ ４２，４１３ ５０，３７８ ９２，７９１

現金及び現金同等物に係る換算差額 ３，３８９ △ ２，１４７ △ ５，５３６

現金及び現金同等物の増加又は減少（△）額 △ １０，５３０ △ １２，４１２ △ １，８８１

現金及び現金同等物の期首残高 ５４，５７３ ４４，０４２ △ １０，５３０

現金及び現金同等物の期末残高 ４４，０４２ ３１，６３０ △ １２，４１２

Ⅶ．比較キャッシュ・フロー計算書（単体）

科 目 2014年４月１日から 2015年４月１日から
2015年３月31日まで 2016年３月31日まで

増 減 （ △ ）

第 16 期 第 17 期
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Ⅷ．役 員 の 異 動 

 

（１）新任取締役候補 

菅 原  英 宗   （アプリケーション&コンテンツサービス部長） 

中 村 徹太郎   （財務部長） 

前 田  隆 伸   （NTT Com Asia Limited 代表取締役社長) 

 

（２）新任監査役候補 

   篠 田   智  （エヌ・ティ・ティ都市開発（株）常務取締役） 

 

（３）退任予定取締役 

常務取締役     荒  本  和 彦  （NTTコム エンジニアリング（株）入社予定） 

取締役         東    明 彦  （（株）エヌ・ティ・ティ・ロジスコ 入社予定） 

取締役       田 中  基 夫   （（株）エヌ・ティ・ティピー・シーコミュニケーションズ 

入社予定） 

 

（４）退任予定監査役 

   監査役       大 嶋  明 男 

 

（５）代表取締役および役付取締役予定者 

①代表取締役社長予定者 

代表取締役社長   庄 司   哲 也 

②代表取締役副社長予定者 

       代表取締役副社長  舩 橋  哲 也 

       代表取締役副社長  中 田   勝 己 

③常務取締役予定者 

       常務取締役         丸 岡      亨 

常務取締役         田 中  栄 一 
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（６）役員の人事の予定 

 
新役職名および 

    新委嘱・担当業務 
（氏       名） 

        現役職名および 
        現委嘱・担当業務 

   
代表取締役副社長 
技術担当 
オペレーション担当 
情報セキュリティ担当 
コーポレート担当 

舩 橋 哲 也 
 
 

代表取締役副社長 
技術担当 
オペレーション担当 
情報セキュリティ担当 
コーポレート担当 
 

代表取締役副社長 
営業本部担当 
グローバル担当 
 

中 田 勝 己 
 
 

代表取締役副社長 
営業本部担当 
グローバル担当 
グローバル事業推進部長 
 

常務取締役 
ボイス＆ビデオコミュニケーション 
サービス部長 
 

丸 岡    亨 
 
 
 

常務取締役 
ボイス＆ビデオコミュニケーション 
サービス部長 

 
常務取締役 
CSR担当 

田 中 栄 一 常務取締役 
CSR担当 

取締役 
NTT America,Inc. 代表取締役社長 
 

五 味 和 洋 
 
 

      取締役 
NTT America,Inc. 代表取締役社長 

 

取締役 
第四営業本部長 

桜 井 伝 治 
 

取締役 
第四営業本部長 

 
取締役 
ネットワークサービス部長 

大 井   貴 
 
 

取締役 
ネットワークサービス部長 
        

取締役 
クラウドサービス部長 
 

森 林 正 彰 
 

取締役 
NTT EUROPE LTD. 代表取締役社長 

 

取締役 
第三営業本部長 
 

楠 木    健 
 
 

取締役 
第三営業本部長 

 
取締役 
カスタマサービス部長 

松 本 裕 敦 
 
 

取締役 
カスタマサービス部長 

 
取締役 
第二営業本部長 

菅 原 英 宗 
 
 

アプリケーション&コンテンツサービス 
部長 

取締役 
西日本営業本部長 

中 村 徹太郎    財務部長               

取締役 
グローバル事業推進部長 
 

前 田  隆 伸 
 

NTT Com Asia Limited 代表取締役社長 

取締役 
相談役 
 

有 馬    彰 
 
 

取締役 
相談役 

 

取締役 小 澤  正 憲 取締役 
 

(注)・退任予定取締役のうち荒本和彦は6月14日、田中基夫は6月15日に辞任の予定、東明彦については 

（   ） （ ） 
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第17回定時株主総会(6月17日)終結時をもって退任の予定です。 

・退任予定監査役は6月21日をもって辞任の予定です。 

・新任監査役候補の篠田智は、社外監査役候補者です。 

・新任監査役候補は6月22日に就任の予定です。 

以            上 




